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第３章 農産物の生産、流通及び価格の動向 
 

第１節 生産、流通及び価格の動向 

 

第１ 作付面積及び飼養頭羽数の動向 

（令和２年（2020年）の作付面積は、ほぼ前年並み） 

作付面積の動向について、農林水産省「農作物作付（栽培）延べ面積及び耕地利用

率」によると、令和２年（2020年）は前年から500ha（0.5％）減少して、ほぼ前年並

みの105,000haとなった。 

これを作目別にみると、水稲は、平成28年熊本地震により被害を受けた水田の復旧

等が進捗し、水稲の作付が回復する一方、米消費量の減少を踏まえたＷＣＳ用稲等へ

の作付転換が進んだこと等により、前年同の33,300haとなった。 

麦類は前年から300ha（4.1％）増加し、7,200haとなった。 

なお、平成29年（2017年）から、調査の範囲を全国から主産県へ変更され、全国調

査の実施周期も見直されたことから、品目毎の作付面積の推移は確認できなくなった。 

（表Ⅲ-1-(1)） 

表Ⅲ-1-(1) 作物別作付面積の推移 

 

資料）農林水産省「農作物作付（栽培）延べ面積及び耕地利用率」 

注）いもはかんしょ、雑穀（乾燥子実用）はそば及びそれ以外の雑穀、豆類（乾燥子実用）は大豆、小豆、いんげ

ん、らっかせい及びそれ以外の豆類に区分されている。 

野菜には、とうもろこし、えんどう、そらまめ、大豆、いんげん等の未成熟用、ばれいしょが含まれている。 

注）H29から、全国調査の範囲を変更したため、作物対象が異なる。 
 

 
 
 

 

H12～H17 H17～H22 H22～H27 H27～H30 H30～R1 R1～R2

千 ha 123.8 116.7 112.1 109.6 106.8 105.5 105.0 ▲ 1.2 ▲ 0.8 ▲ 0.5 ▲ 0.9 ▲ 1.2 ▲ 0.5

〃 44.0 42.6 39.5 35.6 33.3 33.3 33.3 ▲ 0.6 ▲ 1.5 ▲ 2.1 ▲ 2.2 0.0 0.0

〃 5.5 6.7 6.3 6.7 6.9 6.9 7.2 4.0 ▲ 1.2 1.3 0.8 0.3 4.1

〃 74.2 67.5 66.3 67.2 63.5 65.3 64.5 ▲ 1.9 ▲ 0.3 0.3 ▲ 1.9 2.8 ▲ 1.2

〃 － － － － 3.1 3.1 3.1 － － － － 0.3 1.6

〃 4.0 3.9 3.2 2.8 － － － ▲ 0.5 ▲ 3.7 ▲ 2.5 － － －

1 1.3 1.2 1.1 － － － － － － － － －

〃 18.1 15.7 15.3 15.3 － － － ▲ 2.8 ▲ 0.5 0.0 － － －

〃 14.9 13.6 12.7 11.4 － － － ▲ 1.8 ▲ 1.4 ▲ 2.1 － － －

〃 6.8 5.5 4.5 3.6 － － － ▲ 4.2 ▲ 3.9 ▲ 4.6 － － －

〃 0.1 － － － － － － － － － － － －

〃 26.4 24.9 27.1 30.7 － － － ▲ 1.2 1.7 2.5 － － －

〃 2.5 2.6 2.3 2.3 － － － 0.8 ▲ 2.4 0.3 － － －

区分 単位 H12 H22H17

桑

作 付 面 積

稲

麦類

稲・麦類以外

大豆・そば・なたね

雑穀･豆類

かんしょ

野菜

果樹

工芸作物

飼肥料作物

その他作物

R2
増減率
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令和２年（2020年）の作物別作

付面積の割合をみると、稲の占め

る割合が作付面積の32％となって

いる。 

平成28年（2016年）までの傾向

では、米消費量の減少を踏まえ、

飼料用米等への作物転換が進んだ

ことから、飼肥料作物の割合が増

加している。 

（図Ⅲ-1-(1) 

 

 

 

 

 

 

（熊本県の耕地利用率は、ほぼ前年並み） 

耕地利用率（耕地面積に対する作付延面積の割合）をみると、令和２年（2020年）

は前年より0.9ポイント増加し、ほぼ前年並みの96.2％となった。 

田畑別にみると、長期的に低下傾向であった田は、平成22年から上昇傾向に転じて

おり、令和２年（2020年）は、前年より1.9ポイント増加し、109.4％となった一方、

畑は前年から0.8ポイント低下し、

75.2％となった。 

これまで、耕地利用率は、従事

者不足や高齢化の進行等により、

低下傾向であったが、平成22年度

（2010年度）から創設された戸別

所得補償制度や、飼料用米や稲発

酵粗飼料（ＷＣＳ）用稲などへの

作付け転換の進展を受けて、近年、

田の耕地利用率は横ばい傾向にあ

る。(図Ⅲ-1-(2)) 

 

 

 

図Ⅲ-1-(1) 作物別作付面積割合の推移 

 
資料）農林水産省「農作物作付(栽培)延べ面積及び耕地利用率」 

注）四捨五入のため、合計は合わない場合がある 

注）H29から、全国調査の範囲を変更したため、作物対象が 

異なる。 

図Ⅲ-1-(2) 耕地利用率の推移  

資料）農林水産省「農作物作付（栽培）延べ面積及び耕地利

用率」 
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（飼養頭数は肉用牛が増加した一方、飼養戸数は乳用牛・肉用牛ともにやや減少） 

家畜の飼養頭羽数をみると、乳用牛は、平成17年度（2005年度）後半から平成19年

度（2007年度）にかけて行われた生乳の減産型計画生産を受けて減少していたが、平

成23年（2011年）に回復して以降、増減を繰り返し、令和３年（2021年）は、前年と

比べ1.4％減少して43,800頭となった。肉用牛は、子取り用めす牛が増加するなど、

前年と比べて1.8％増加し134,700頭となった。 

飼養戸数は、飼養者の高齢化等により減少傾向となっており、乳用牛では、前年に

比べ2.1％減少し508戸となった。また、肉用牛では、前年に比べ3.0％減少し2,280戸

となった。 

(表Ⅲ-1-(2)) 

 

表Ⅲ-1-(2)家畜飼養頭数の推移 

 

 

資料） 農林水産省「畜産統計（2月1日現在）」、熊本県畜産統計（ブロイラー（H23年まで）） 

注）県畜産統計は、H23年以前の調査時点は、各年の12月31日。 H24年以降は、農林水産省の調査時点と併せ

て、2月1日に実施。 

注）ブロイラーはH23年までは、熊本県畜産統計の値を記載。H25年以降は、農林水産省の調査値を採用。(農

林水産省がH25年から調査を開始）。H24は、農林水産省の公表データ（調査時点）と考えを統一するため、

記載なしとした。 

注）豚、採卵鶏及びブロイラーは、平成17年以降、農林業センサス実施年は調査を休止。 

 

 

H12～H17 H17～H22 H22～H27 H27～R1 R1～R2 R2～R3

乳 用 牛 千頭 51.9 50.1 42.5 44.5 43.7 44.4 43.8 ▲ 0.7 ▲ 3.2 ▲ 1.1 ▲ 0.5 1.6 ▲ 1.4

肉 用 牛 千頭 145.0 149.2 149.8 125.0 125.3 132.3 134.7 0.6 0.1 4.6 0.1 5.6 1.8

豚 千頭 288.2 295.8 － － 277.1 - 349.5 0.5 - - - - -

採 卵 鶏 千羽 3,591 2,884 － － 1,945 - 1,876 ▲ 4.3 - - - - -

ブロイラー※ 千羽 2,666 3,059 3,861 － 3,235 - 4,217 2.8 4.8 - - - -

乳 用 牛 戸 1,100 958 729 631 537 519 508 ▲ 2.7 ▲ 5.3 3.7 ▲ 4.0 ▲ 3.4 ▲ 2.1

肉 用 牛 戸 5,610 4,440 3,520 2,750 2,420 2,350 2,280 ▲ 4.6 ▲ 4.5 6.4 ▲ 3.1 ▲ 2.9 ▲ 3.0

豚 戸 400 326 － － 190 - 156 ▲ 4.0 - - - - -

採 卵 鶏 戸 120 94 － － 44 - 39 ▲ 4.8 - - - - -

ブロイラー※ 戸 85 90 105 － 70 - 68 1.1 3.1 - - - -

R3
増減（▲）年率（％）

飼
養
戸
数

R1

飼
養
頭
羽
数

H22 H27 R2区 分 単位 H12 H17
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第２ 農産物価格及び農業生産資材価格の動向 

（農産物価格指数は、前年からわずかに上昇） 

令和２年（2020年）の農産物価格指数（全国値、平成27年（2015年）を100とする）

は、野菜や果実の価格が上昇したことにより、前年より1.6％上昇し、111.0となった。 

主な品目別にみると、米は、前年より1.7％低下し、128.9となった。野菜は、７月

の長雨や日照不足等による生育不良により、多くの品目で価格が上昇したため、前年

より4.3％上昇し、98.9となった。果実は、なしやりんごの出荷量が増加したため、

前年より14.3％上昇し、133.1となった。花きや畜産物は新型コロナウイルス感染症

の影響によるイベントや外食需要等が減少したことにより、花きで7.3％低下し、

101.1となり、畜産で2.1％低下し、102.0となった。（表Ⅲ-1-(3)） 

表Ⅲ-1-(3) 類別農産物価格指数の推移 

 

資料）農林水産省「農業物価指数」（H27=100） 注１）主要作目のみ掲載した。 

注２）7年、12年、22年については、27年の数値を100として再計算してある。 

（農業生産資材価格指数は、ほぼ前年並み） 

令和２年（2020年）の農業生産資材価格指数（全国、平成27年（2015年）を100と

する）は、消費税率引上げ等の影響により、農機具、賃借料および料金等の価格が上

昇したものの、畜産用動物、高熱動力の価格が低下したため、前年並みの101.8とな

った。（表Ⅲ-１-(4)） 

表Ⅲ-1-(4) 類別農業生産資材価格指数の推移 

 
資料）農林水産省「農業物価指数」（H27=100） 注１）主要項目のみ掲載した。 

注２）12年、17年、22年については、27年の数値を100として再計算してある。 

H12～H17 H17～H22 H22～H27 H27～H30 H30～R1 R1～R2

91.4 91.2 92.9 100 111.8 109.3 111.0 △ 0.0 0.4 1.5 3.8 △ 2.2 1.6

米 130.8 120.2 112.9 100 130.4 131.1 128.9 △ 1.7 △ 1.2 △ 2.4 9.3 0.5 △ 1.7

野 菜 75.2 78.8 90.6 100 107.6 94.8 98.9 0.9 2.8 2.0 2.5 △ 11.9 4.3

果 実 87.7 79.5 94.9 100 114.4 116.4 133.1 △ 1.9 3.6 1.1 4.6 1.7 14.3

花 き 類 94.2 98.5 97.1 100 103.8 109.1 101.1 0.9 △ 0.3 0.6 1.3 5.1 △ 7.3

工 芸 作 物 138.4 122.0 101.8 100 102.8 99.5 95.0 △ 2.5 △ 3.6 △ 0.4 0.9 △ 3.2 △ 4.5

畜 産 72.3 79.0 78.9 100 103.7 104.2 102.0 1.8 △ 0.0 4.9 1.2 0.5 △ 2.1

H27H22H12 H30 R1

農産物 総合

H17区 分 R2
増減（△）年率（％）

H12～H17 H17～H22 H22～H27 H27～H30 H30～R1 H30～R1

80.1 82.3 90.4 100 100.7 101.9 101.8 0.5 1.9 2.0 0.2 1.2 △ 0.1

種苗・苗木 88.0 89.4 91.4 100 101.5 102.8 105.5 0.3 0.4 1.8 0.5 1.3 2.6

畜産用動物 64.9 75.9 67.5 100 118.3 118.6 106.4 3.2 △ 2.3 8.2 5.8 0.3 △ 10.3

肥 料 66.5 68.6 90.9 100 94.3 98.0 98.8 0.6 5.8 1.9 △ 1.9 3.9 0.8

飼 料 61.7 69.4 80.3 100 96.1 97.3 97.9 2.4 3.0 4.5 △ 1.3 1.2 0.6

農 薬 92.1 88.5 97.6 100 99.4 100.5 102.3 △ 0.8 2.0 0.5 △ 0.2 1.1 1.8

光 熱 動 力 70.9 82.2 93.1 100 107.0 106.8 99.1 3.0 2.5 1.4 2.3 △ 0.2 △ 7.2

農 機 具 95.9 93.3 97.9 100 100.3 100.8 102.4 △ 0.5 1.0 0.4 0.1 0.5 1.6

建 築 資 材 86.7 82.8 88.9 100 102.4 104.4 106.1 △ 0.9 1.4 2.4 0.8 2.0 1.6

賃借料･料金 93.6 93.1 96.1 100 100.8 101.6 103.8 △ 0.1 0.6 0.8 0.3 0.8 2.2

H17区 分 H12 H22 R2
増減（△）年率（％）

H30 R1

生産資材総合

H27
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（農業交易条件は、前年からわずかに上昇） 

令和２年（2020年）の農産物価格指数の上昇が、農業生産資材価格指数の上昇を上

回った。また、農業交易条件指数（農業生産の有利性を示す数値で高いほど有利とさ

れる）は前年に比べ1.6％上昇し、109.0となった。（図Ⅲ-1-(3)・(4)） 

 

図Ⅲ-1-(3) 農産物価格指数と農業生産資材価格指数の推移 

 

 
資料）農林水産省「農業物価指数」 

 

 

図Ⅲ-1-(4) 農業の交易条件指数の推移 

 

 
資料）農林水産省「農産物価格指数」 

注１）交易条件指数＝農産物価格指数÷生産資材価格指数 
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第３ 農業産出額及び生産農業所得 

１ 令和２年（2020年）農業産出額 

（令和２年（2020年）の農業産出額は、前年からわずかに増加） 

令和２年（2020年）の農業産出額は、肉用牛や工芸作物、花きが減少した、一方で、

果実類が増加したため前年より43億円（1.3％）増加の3,407億円となった。 

 

品目別では、米は前年より7 億円(1.9％)減少し、361億円となった。作付面積が前

年同程度であったが、天候不良やトビイロウンカによる被害等の影響から生産量が減

少したため、産出額がわずかに減少した。 

  

野菜は前年より1億円（0.1％）増加し、前年並みの1,221億円となった。 

 きゅうりやなすの価格が上昇、いちごは生産量が増加した。 

 

果実は、前年より25億円（8.0％）増加し、338億円となった。 

うんしゅうみかんは、表年であったため生産量が増加するとともに、しらぬい（デ

コポン）も前年より生産量が増加したため、産出額は増加した。 

 

畜産は、前年より44億円（3.8％）増加し、1,192 億円となった。 

肉用牛は、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う外食需要の減少等により、枝肉と

子牛の価格が低下したものの、乳用牛は生乳の価格が上昇し、鶏は生産量の増加と鶏

肉価格が上昇したため、産出額は増加した。 

（図Ⅲ-1-(5)） 
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表Ⅲ-1-(5) 各品目の農業産出額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-1-(5) 農業産出額及びその内訳の推移 

 

資料）農林水産省「生産農業所得統計」 
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２ 令和２年（2020年）生産農業所得 

（令和２年（2020年）の生産農業所得は、前年からやや増加） 

 令和２年（2020年）の生産農業所得は、前年より53億円（3.7％）増加し、1,495億

円となった。また全国順位は前年から順位を１つ上げ３位、九州では１位となった。

（図Ⅲ-1-(6)） 

 

図Ⅲ-1-(6) 農業産出額及び生産農業所得の推移 

 

資料）農林水産省「生産農業所得統計」 

3,358
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3,245 3,250 3,283 3,348
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第４ 農業生産性の動向 

（令和２年（2020年）の労働生産

性・資本生産性はやや増加、土地生

産性は前年並み） 

労働生産性（農業労働10時間あた

りの付加価値額）は、前年より

2.9％増加し、11,003円となった。 

（図Ⅲ-1-(7)） 

 

土地生産性（経営耕地10aあたり

の付加価値額）については、前年並

みの130千円となった。 

（図Ⅲ-1-(8)） 

 

また、資本生産性（農業固定資本

1,000円あたりの付加価値額）は、

前年より3.1％増加し、465円となっ

た。 

（図Ⅲ-1-(9)） 

 

なお、平成16年（2004年）からの

農業生産性の動向は、国の農業経営

統計調査の見直しにより、平成15年

（2005年）までとの累年的データの

比較ができないものとなった。これ

は、農業収支は農家全体を計上する

ものの、農業以外については農業経

営に関与する世帯員（就学者を除く

当該農業従事日数60日以上の者）が

関わる収支のみを計上したためであ

る。 

さらに、令和元年からは個人経営

体と法人経営体を統合した農業経営

体の数値となっている。 

 

 

図Ⅲ-1-(7) 労働生産性の推移 

 
資料）農林水産省「農家経済調査」「農業経営統計調査」 

 注）農業労働10時間あたりの付加価値額である。 

   ※H29以降は九州平均値（県別データの公表なし） 

   ※R1以降は法人経営体を含む数値。 
 

図Ⅲ-1-(8) 土地生産性の推移 

 
資料）農林水産省「農家経済調査」「農業経営統計調査」 

 注）経営耕地10aあたりの付加価値額である。 

   ※H29以降は九州平均値（県別データの公表なし） 

※R1以降は法人経営体を含む数値。 

 
図Ⅲ-1-(9) 資本生産性の推移 

 
資料）農林水産省「農家経済調査」「農業経営統計調査」 

 注）農業固定資本1,000円あたりの付加価値額である。 

   ※H29以降は九州平均値（県別データの公表なし） 

※R1以降は法人経営体を含む数値。 
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第５ 食料自給率の動向 

（令和元年度（2019年度）の本県の食料自給率はカロリーベースで56％、生産額ベー

スで159％） 

我が国のカロリーベース総合自給率は、平成10年（1998年）以降40％前後で推移し

てきており、依然として食料の海外への依存度が高い状況にある。 

令和元年度（2019年度）の本県における総合食料自給率について、カロリーベース

は、穀類（米）、いも類（かんしょ）の生産量が減少したこと等が影響し、前年度か

ら３ポイント減少した。また生産額ベースでは、穀類（米）、果実類（みかん）等で

生産額の減少が見られたものの、野菜類、鶏卵、牛乳・乳製品類等で生産額の増加が

あり、前年度から１ポイント上昇した。（表Ⅲ-1-(6)） 

 

表Ⅲ-1-(6) 本県食料自給率の推移 

 
資料）農林水産省「食料需給表」、「生産農業所得統計」、「作物統計」、総務省「国勢調査」、「推計人口」 

注）品目別自給率＝国内品目別自給率×県生産量割合÷県人口割合として県で試算した（人口割合は、平成29年10月1
日現在）。米、小麦、大豆は収穫量、その他は農業産出額（野菜はいも類を除く）により、牛乳は、飲用向けと

し、国内自給率を100％として試算した。 
※R１の値については、概算値。全国値のみ、確定値。 
※※R２の値については、全国値（概算値）のみ公表。R２品目別自給率は、全国値（確定値）公表後に試算予定。 

 
 

県の推計である品目別自給率に関して、米の自給率は本県の生産量が減少したため、

13ポイント低下した。 

また野菜の自給率は、生産額が増加したため、前年より８ポイント増加し、果実の

自給率は、生産額が減少したため、前年より４ポイント低下した。 

牛乳の自給率は、生産額が増加したため、前年から５ポイント上昇した。また、牛

肉の自給率は、生産量（出荷頭数）が減少したことなどから、前年よりも６ポイント

低下した。豚の自給率は前年と同じ113％なった。 

鶏卵の自給率は、生産額が増加したため、２ポイント増加した。 

なお、熊本県は、全都道府県の中でも、カロリーベースで全国18位、生産額ベース

単位 H７年度 12 17 22 27 29 30 R1※ R2※※

カ ロ リ ーベ ース － 61 58 61 58 58 59 56

（全国） － (40) (40) (39) (39) (38) (37) (38) (37)

生 産 額 ベ ー ス － 155 153 155 152 156 158 159

（全国） － (71) (70) (70) (66) (66) (66) (66) (67)

米 179 156 148 163 155 155 158 145 -

小 麦 11 16 20 10 14 16 23 21 -

大 豆 6 10 6 9 5 7 7 6 -

野 菜 275 276 264 283 303 289 301 309 -

果 実 145 137 133 115 98 108 106 102 -

牛 乳 224 238 257 244 252 251 255 260 -

牛 肉 141 131 191 179 161 148 142 136 -

豚 肉 146 143 118 116 120 114 113 113 -

鶏 卵 143 139 112 106 116 111 113 115 -

区　分

総

合

自

給

率

％

品
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別
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重
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・
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)

ベ

ー
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で全国９位に位置しており、米、野菜、牛乳、牛肉等の品目で自給率が100％を超え

るなど、食料供給県として国民生活を維持するうえで重要な役割を果たしているとい

える。 

（表Ⅲ-1-(7)、 (8)） 

 

 
表Ⅲ-1-(7) 食料自給率（R元カロリーベース） 

 

資料）農林水産省「都道府県別食料自給率」 

表Ⅲ-1-(8) 食料自給率（R元生産額ベース） 

 

資料）農林水産省「都道府県別食料自給率」 

 

順位 都道府県名 食料自給率

1 北海道 216

2 秋　田 205
3 山　形 145
4 青　森 123
5 新　潟 109

…

15 鳥　取 61
16 島　根 61
17 宮　崎 60

18 熊　本 56

19 長　野 53
20 滋　賀 49

…

45 神奈川 2
46 大　阪 1
47 東　京 0

順位 都道府県名 食料自給率

1 宮　崎 284

2 鹿児島 275
3 青　森 241
4 北海道 211
5 岩　手 199

6 山　形 191

7 高　知 170
8 秋　田 163
9 熊　本 159

10 長　崎 145

11 佐　賀 136
12 鳥　取 135

…

45 神奈川 12
46 大　阪 6
47 東　京 3
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第２節 気象の動向と農業気象災害の発生状況 

 

第１ 気象の動向 

（平均気温は平年より高く、年間降水量は多く、日照時間は多い） 
熊本地方の年平均気温は、17.9℃で、平年(17.2℃)より＋0.7℃高かった。月別の

平年値と比較すると、それぞれ１月は＋0.3℃、２月は＋2.3℃、３月は＋3.0℃、 

４月は＋1.3℃、６月は＋0.9℃、７月は＋0.5℃、９月は＋0.9℃、10月は＋1.4℃高

く、５月は－0.2℃、８月は－1.4℃、11月は-0.5℃、12月は-0.2℃低かった。 

年間降水量は、2,347.5㎜で平年（2,007.0㎜）比117％と多かった。また、８月は

平年比513%とかなり多く、10月は平年比６%とかなり少なかった。 

梅雨入り（九州北部地方）は５月15日ごろで平年（６月４日ごろ）より20日早く、

明けは７月13日ごろで平年（７月19日ごろ）より６日早かった。 

日照時間は、2,113時間で平年(1,996時間)比106％と多かった。平年値と比較する

と、平年比で１月は122％、２月は114％、３月は104％、４月は122％、６月は120％、

７月は101％、10月は132％、11月は106％、12月は118％と多く、５月は79％、８月は

69％と少なく、９月は100％と平年並みであった。 

台風は、第９号が８月に、第14号が９月に九州に上陸した。 
 

図Ⅲ-2-(1) 令和３年（2021年）の平均気温と日照時間月別推移（熊本地方） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料）気象庁「気象統計情報」 
 

図Ⅲ-2-(2) 平均気温と年降水量の年別推移（熊本地方） 

資料）気象庁「気象統計情報」 
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第２ 農業気象災害の発生状況 

（農業関係被害は約48億円） 

令和３年（2021年）1～12月の気象災害による農業関係被害額は、約48億円となっ

た。 

８月の大雨では、水稲の倒伏やしょうがほ場への土砂流入、農地・農業用施設の被

害が発生し、被害額は約28億円となった（表Ⅲ-2）。 

 

 

 

表Ⅲ-2 農業気象災害の発生状況（令和2年（2020年）1～12月）【確定値】 

資料）県農林水産部調べ 

 
災害名 時期 農作物 

農業施設 

(ﾋﾞﾆｰﾙﾊｳｽ等) 

農地・ 

農業用施設 
計 

1 大雨 5.16～17 33,619   1,720,050  1,753,669 

2 大雨 5.20～21 42,712  618   43,330 

3 大雨 7.10    138,050  138,050  

4 大雨 8.11～18 77,915   2,756,210  2,834,125  

5 台風 14 号 9.17 3,330  6,055   9,385 

計 157,576  6,674 4,614,310  4,778,560 

（単位：千円） 
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第３節 新たな流通販売の促進  

 

第１ 県内及び県外流通 

（県内地方卸売市場における県

産青果物の取扱数量は約７割程

度で推移） 

熊本県内の地方卸売市場にお

ける令和３年（2021年）の県産

青果物の取扱数量は、野菜が

63％、果実が66％であり、近年

約７割程度で推移している。 

 (図Ⅲ-3-(1)) 

県産青果物は、一部を除いて

県外への出荷割合が高く、特に

トマト、すいか、メロン類、み

かん、不知火類（デコポン）は、大消費地への出荷によって産地が発展してきた経緯

もあり、東京、大阪の市場において大きなシェアを占めている。（表Ⅲ-3-(1)） 

また、流通・販売への影響力が更に高まると予想される量販店と連携し、産地理解

の促進と併せて、産地の意識を改革し、商品提案や情報発信に重点を置いた産地の体

制づくりに取り組んでいる。さらに、少量生産であっても特徴を持つ多彩な農林水産

物の大消費地への売り込みと、継続的取引のための体制確立を図っている。 

 

 表Ⅲ-3-(1) 東京・大阪市場における取扱量の県産シェアと位置     （単位：トン、％） 

 

図Ⅲ-3-(1) 県内の地方卸売市場における 
  県産青果物のシェア     

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料）熊本県卸売市場統計 

取扱量（トン） うち県産（トン） シェア 順位 取扱量（トン） うち県産（トン） シェア 順位
野菜計 1,447,223 38,841 2.7% 9 493,049 22,993 4.7% 8

トマト類 103,174 25,160 24.4% 1 31,709 15,049 47.5% 1
なす類 40,066 3,021 7.5% 6 9,309 1,439 15.5% 2

果実計 402,476 32,753 8.1% 3 200,966 8,915 4.4% 5
すいか類 40,785 9,137 22.4% 1 16,872 3,065 18.2% 2
メロン類 17,863 2,469 13.8% 2 7,143 951 13.3% 3
いちご類 25,518 549 2.2% 7 7,988 1,339 16.8% 3
みかん類 96,591 12,693 13.1% 4 24,813 2,587 10.4% 2
不知火類 8,635 4,081 47.3% 1 2,324 614 26.4% 2

東京（令和３年） 大阪（令和３年）

資料）東京：東京都中央卸売市場 市場統計情報、大阪：大阪市中央卸売市場年報 

注）トマト類はミニトマト等すべてのトマトを含む。なす類は、こなす、べいなす、ながなすの計。 

すいか類は小玉すいか等も含む。みかんは、極早生、早生、普通、ハウスの計。 
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第２ 農畜産物輸出 

（令和２年度（2020 年度）の輸出額は過去最高を更新） 

輸出の取組みは、国内マーケットが縮小傾向にある中、新たな販路の開拓

と創出、国内市場の需給安定、輸出を通じたブランド価値の向上につながる

ものとして期待されている。 

県産農産物の輸出額は、毎年度増加しており、令和２年度（2020 年度）輸

出額についても、過去最高を更新し、約 35 億円となった。 

（図Ⅲ-3-(2)） 

品目別では、牛肉が香港、台湾、アメリカ向けを中心に順調な伸びを示し

ている。いちごやメロンは、香港、シンガポール、タイ向けが大幅に増加し

た。（表Ⅲ-3-(3)） 

県では、さらなる輸出拡大を図るため、生産者等の輸出を支援する「輸出

促進アドバイザー」や「輸出促進相談員」等を設置し、巡回指導やセミナー

を行っている。また、海外でのテストマーケティング、オンライン商談会、

現地小売店・飲食店でのプロモーション等を随時実施し、新たな需要開拓を

図っている。 

加えて、シンガポールに「熊本県アジア事務所」を、また香港に「熊本香

港事務所」を設置し、本県農林水産物等の輸出促進の支援等を行っている。 

さらに、県・市町村・関係団体で連携して、「くまもとうまかもん輸出支援

協議会」を設立し、県産品の輸出拡大に向けた知識の習得や販促活動への支

援体制を強化している。 
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図Ⅲ-3-(2)  令和２年度（2020 年度）県産農林水産物等の輸出実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料）県観光戦略部調べ（県が輸出を把握している団体・業者への調査） 

 

表Ⅲ-3-(3) 令和２年度（2020 年度）農産物等の品目別・国別輸出状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料）県観光戦略部調べ（県が輸出を把握している団体・業者への調査） 




